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地域公共交通支援のための
新たな情報提供システム

（財）運輸政策研究機構

運輸政策研究所 伊東 誠

・公共交通支援情報センター
・交通政策インターネット意見交換制度
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報告内容

1 システム構築の背景

1-1 地域公共交通の現況と問題
1-2 公共交通活性化への気運の高まり
1-3 地方分権による市町村の役割の拡大

2 システムの狙い

3 地域公共交通活性化法

４ 新たなシステムについて

4-1 公共交通支援情報センター

4-2 交通政策インターネット意見交換制度
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１ システム構築の背景
～なぜこのようなシステムを構築したのか？～

地域公共交通の現況と問題

公共交通活性化への気運の高まり

地方分権による市町村の役割の拡大
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1-1 地域公共交通の現況と問題

モータリゼーションの進展と都市構造の変化

公共交通の需要減と経営悪化

規制緩和に伴う一層の効率性重視



（C）Mr. Makoto ITOH, Institute for Transport Policy Studies, 2007

（１） モータリゼーションの進展
乗用車保有台数の推移
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モータリゼーションの進展と公共交通

自動車利用を前提とした
土地利用への変化・進展

・郊外立地の増加
・中心市街地の空洞化

自動車利用を前提とした
土地利用への変化・進展

・郊外立地の増加
・中心市街地の空洞化

公共交通から乗用車へ
の需要の転換
公共交通から乗用車へ
の需要の転換

公共交通利用者
の減少

公共交通利用者
の減少

公共交通の経営悪化公共交通の経営悪化

公共交通サービス
の低下

公共交通サービス
の低下

乗用車保有と利用の増加
と道路の整備

乗用車保有と利用の増加
と道路の整備
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交通機関の利用状況（平日）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

三大都市圏

地方中枢都市圏

地方中核都市圏（50万人以上）

地方中核都市圏（50万人未満）

地方中心都市圏

地方都市圏

全国

鉄道 バス 自動車 自動二輪 自転車 徒歩１９９９年（平日）

資料：全国都市パーソントリップ調査
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① 地方鉄道

(2) 公共交通の需要減、経営悪化
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路線別輸送密度の変化

（1990～２００４年）
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鉄軌道事業の営業収支率

（費用／収入 2004年）
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輸送量の推移
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地方鉄道廃止路線
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資料：地方鉄道復活へのシナリオ。鉄道部会参考資料

国鉄地方交通線の転換、整備新幹線の開業によるＪＲ並行在来線の経営分離、新線整備や駅の移設による廃止
等、特殊な事案は除く

路線数 延長（km）

（３） 規制緩和に伴う一層の効率性重視
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バス廃止系統数
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高齢者のモビリティの確保

コンパクトシティ

中心市街地の活性化

地球温暖化等環境問題への対応

1-2 地域公共交通活性化への気運の高まり

何故？
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活性化方策の例

運賃の工夫運賃の工夫

鉄道鉄道 地域主体の振興地域主体の振興

他モードとの連携他モードとの連携

イベントによる集客イベントによる集客

【方策】 【事例】

新たな経営形態

ＮＰＯ，ボランティア

パークアンドライド

サイクルトレイン
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えちぜん鉄道：アテンダント

琴電 サイクル列車

しなの鉄道地ビール・生ビール列車

津軽鉄道

資料 国土交通省ホームページ
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停留所の新設、改良停留所の新設、改良

路線延伸路線延伸

LRTの整備LRTの整備

新型車両の導入
・LRV

新型車両の導入
・LRV

路面電車路面電車

走行環境の改善
優先信号

軌道の自動車規制

走行環境の改善
優先信号

軌道の自動車規制

【方策】

富山ライトレール

岡山、広島、豊橋、
高知

広島、岡山、松山、
高岡、東京、熊本

他多数

【事例】
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広島 グリーン
ムーバーMAX

伊予鉄道 坊ちゃん列車
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バスとの乗り継ぎ

P＆R
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バスバス
コミュニティバスコミュニティバス

バスロケーション
システム

バスロケーション
システム

走行環境改善走行環境改善

運行サービスの改善運行サービスの改善

・ディマンドバス
・シャトルバス
・ダイレクトバス
・フリー乗降

・専用優先レーン
・優先信号
（100区間、500km）

サービス供給形態
の工夫
サービス供給形態
の工夫

・公営交通の民営化

・運行委託

約９００地域

ノンステップバス
低公害バス

ノンステップバス
低公害バス
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デマンドバス「中村まちバス

すぎ丸
金沢ふらっとバス



（C）Mr. Makoto ITOH, Institute for Transport Policy Studies, 2007

STSSTS 乗合タクシー乗合タクシー

通学、通院バスの相乗り通学、通院バスの相乗り

交通機関の連携交通機関の連携

運行情報の提供運行情報の提供

多様な運賃の設定多様な運賃の設定

デマンド型バス・乗合タクシーの運行モデル
（中国運輸局ホームページ）

モビリティマネージメントモビリティマネージメント
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1-3 ・地方分権による市町村の役割の拡大

補完性の原理 SUBSIDIARITY

・問題はより身近なところで解決されねばならない

・公的な責務はまず基礎自治体（市区町村）が

履行し、順次、広域自治体、国がサポートする

地域公共交通サービスの維持に向上は
市区町村の役割が重要
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数
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市

町
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地方鉄道に関係する自治体

資料：地方鉄道復活のためのシナリオ 2002年４月１日時点

432市町村
94路線

１路線あたり4.6自治体
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路 線 バ
ス の 廃
止 代 替

31%

交 通 空
白 地 帯
の 解 消

27%

市 街 地
活 性 化

19%

そ の 他
18%

不 明
5%

コミュニティバスを運行している自治体

と運行目的
平成17年10月調査

２２３９市区町村のうち

９１４市区町村で運行

平成17年10月調査

２２３９市区町村のうち

９１４市区町村で運行

資料：国土交通省
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2006年3月
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多くの地域では市町村、公共
交通に関する人材育成、ノウ

ハウや各種情報の収集が課題
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２ システムの狙い
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地域公共交通はモータリゼーションの進展により
需要が減少し経営が苦しい。

一方で地域公共交通の活性化が強く求められている。

中心的役割を担うのは地域の市町村、住民、交通事

業者である。

多くの地域では、公共交通に関する人材育成、

ノウハウや各種情報の収集が課題
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運輸政策研究機構のノウハウと蓄積を生かし、
地域公共交通活性化へ新たな貢献ができないか？

ノウハウ・蓄積

・ 研究
・ 調査
・ 情報資料
・ ネットワーク

国内外の大学、学会、研究機関。
交通事業者、協会。国土交通省。
自治体
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地域公共交通部会
の中間とりまとめ
公共交通の導入・維持
運営に関する積極的

な情報・技術的助言の
提供

地域公共交通部会
の中間とりまとめ
公共交通の導入・維持
運営に関する積極的

な情報・技術的助言の
提供

公共交通支援情報センター

交通政策インターネット
意見交換制度
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３ 地域公共交通活性化法
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地域公共交通の活性化・再生に関する法律

・LRTの整備
・BRTの整備、オムニバスタウン
・海上運送サービスの改善
・乗り継ぎの改善
・地方鉄道の再生
・その他活性化、利用促進策

地域公共交通総合連携計画
・上下分離制度の導入
・自治体助成部分

の起債対象化
・計画事業認定の特例
・調査費補助
・予算の重点配分
・技術的助言、情報提供

国の総合的支援

１ 計画の作成・実施１ 計画の作成・実施

２ 新たな形態による輸送サービス
導入の円滑化
DMV、IMTS、水陸両用車

２ 新たな形態による輸送サービス
導入の円滑化
DMV、IMTS、水陸両用車

事業許可等の手続き
の合理化

市町村、
公共交通事業者
道路管理者
、住民等

基本方針（国のガイドライン）基本方針（国のガイドライン）

地域協議会
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地方公共団体に対する財政的支援

ＬＲＴシステム整備費補助ＬＲＴシステム整備費補助

・オムニバスタウン計画に基づく
調査、施設整備事業等

自動車運送事業の安全・
円滑化等総合対策事業

自動車運送事業の安全・
円滑化等総合対策事業

地域公共交通活性化・再生事業地域公共交通活性化・再生事業

・車両購入費等 国 １／４
自治体 １／４
事業者 １／２

国 １／３
自治体 １／３
事業者 １／３

・BRT車両購入 国 １／４
自治体 １／４
事業者 １／２

【補助率】

国 １／３
自治体 １／３
協議会 １／３・地域公共交通連携計画の策定

起債対象

交付税
措置
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４ 新たなシステムについて
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４-1 公共交通支援情報センター

4-1-1 目的

地域公共交通の活性化を検討する際に基
礎となる情報提供等の支援活動を行う
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4-1-2 対象とする地域公共交通機関

鉄道鉄道

バスバス

個別輸送サービス個別輸送サービス

旅客船旅客船

地域航空地域航空

在来鉄道、地下鉄
路面電車、ＬＲＴ
新交通、モノレール

乗合バス、コミュニティバス、
DMV

タクシー、STS
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4-1-3 情報提供の対象者

• 市町村

• 交通事業者

• 施設管理者

• ＮＰＯ

• 住民等

4-1-4 提供手段

電話、メール、インターネット、面談

セミナー、研修会
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4-1-５ センターのイメージ

地 域

市 町 村
交通事業者
施設管理者
ＮＰＯ
住民等

地 域

市 町 村
交通事業者
施設管理者
ＮＰＯ
住民等

・連携

・情報収集

運輸政策研究機構運輸政策研究機構

公共交通支援
情報センター
公共交通支援
情報センター

情報
提供

国土交通省国土交通省

学識者・学会学識者・学会

関係機関・
団体等
関係機関・
団体等

（事業者協会、調査機関、
国際機関等）改善情報
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4-1-６ 提供する情報の種類(1)

公共交通活性化事例公共交通活性化事例

支援制度（国、自治体）支援制度（国、自治体）

法律、答申、計画法律、答申、計画

交通関係の統計交通関係の統計

分析手法、マニュアル、手引書分析手法、マニュアル、手引書

調査研究の成果調査研究の成果
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公共交通活性化事例（例）

サービス向上サービス向上

経営効率化経営効率化

事業スキーム事業スキーム

他交通機関との連携他交通機関との連携

地域社会との連携地域社会との連携
・公共交通と商業施設、観光地の連携

・マイレール

・パークアンドライド

・駅広整備と管理運営
・情報提供

・アウトソーシング

・関連事業

・駅、ターミナル、停留所の整備

・運行改善（高速化、路線新設）
・割引切符、企画切符
・新型車両

・事業主体、資金調達

安全安全 ・施設の改良、機能向上

・国内、海外
・成功例、失敗例
・関係者と調整方策
・実施プロセス
・成功要因
・費用と効果
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4-1-７ セミナーの開催

• 基礎的情報を短期間に集中的に提供

• 市町村の交通担当者のレベルアップ、
育成
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2007年 4月10日 熊本日日新聞
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4-2 交通政策インターネット意見交換制度

4-2-1 目的

・ 交通を取り巻く様々な課題に迅速に対応する

ため、インターネットを活用した意見と情報の交換
を行う。

・ 運輸政策研究機構の研究調査のツールの開発

4-2-2 会員制度

交通政策に関心の高い交通事業の役職員
企業全体の意見でなく個人の意見
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4-2-3 内容

１） ＷＥＢアンケート
・ 交通政策に関する個人の意見、要望
・ 当研究所の研究・政策提言に関する意見、要望

２）集計分析結果の公表、研究所からの回答

意見交換意見交換

情報提供情報提供

１） 交通事業者の様々な取り組みに関する最新情報
（利用促進策や安全対策等）

２） 交通政策に関する最新情報

（国土交通省広報資料等）
３） 調査研究論文に関する情報
４） 当機構図書館の蔵書に関する情報
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交通政策インターネット意見交換制度の概要
国土交通省

WebWeb
アンケートアンケート

交通関連情報の提供交通関連情報の提供
回答結果、意回答結果、意
見の公表見の公表

交通政策インターネット意見交換 ＨＰ

会員＝交通事業者の役職員

所長及び国土交通省のｺﾒﾝﾄ

運輸政策研究機構

【意見交換】 【情報提供】

回答・意見 情報の閲覧
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交通政策インターネット意見交換制度 ＨＰ
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４月中旬～
鉄道事業者を対象として会員を募集

「都市鉄道等利便増進法」に関するアンケートを実施

ＪＲ（６），大手私鉄（１５）、公営地下鉄・路面電車（１２）、
中小私鉄・軌道事業者（１４０） 計１７３社

今後
「公共交通支援情報センター」における

情報収集と提供に活用
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公共交通支援情報センター

交通政策インターネット
意見交換制度

長期的には

自治体、交通事業者、住民等、
交通関係者が自由にアクセスし、
自ら事例を紹介し、意見を交換
できる公共交通に関する広場
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皆様からの、ご意見、お問
い合わせをお待ちしており
ます。

ご清聴ありがとうございます


